
岡山市保育所等における事業継続支援金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 物価の高騰により運営に大きな影響を受けた市内の私立保育所等に対し，予算の

範囲内において事業継続支援金（以下「支援金」という。）を支給することにより，栄

養バランスや量を保った給食の質の維持や保育施設の継続的な運営に資することを目的

とする。交付に関しては，この要綱に定めるもののほか，岡山市補助金等交付規則（昭

和４８年市規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号。以下「法」という。），子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下

「支援法」という。）及び規則で使用する用語の例による。 

（対象事業） 

第３条 支援金の交付の対象となる経費（以下「支援経費」という。）は，園児の給食に

供するための給食食材料費とする。 

（支援金対象事業者） 

第４条 支援金対象事業者は，令和７年３月１日以前に運営を開始し，令和７年度も市内

で事業を継続する意思がある本市に所在する次のいずれかに該当する施設を設置する法

人又は個人（岡山市が設置するものを除く。）とする。 

(1)  保育所 法第３５条第４項の規定により認可を受けた，法第３９条第１項に規定 

する施設 

(2)  認定こども園 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第２条第

６項に規定する施設 

(3)  地域型保育事業所 法第３４条の１５第２項の規定により認可を受けた，支援法

第７条第５項に規定する事業（法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事

業（以下「居宅訪問型保育事業」という。）を除く。）を行う事業所 

(4)  認可外保育施設 法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務（ただし， 



第１１項に規定する居宅訪問型保育事業を除く。）又は第３９条第１項に規定する

業務を目的とする施設であって，法第３４条の１５第２項若しくは法第３５条第４

項の認可又は認定こども園法第１７条第１項の認可を受けていない施設のうち，本

市に法第５９条の２第１項の規定に基づく届出を行っており，「認可外保育施設指

導監督基準を満たす旨の証明書の交付について」（令和６年３月２９日こ成保第２

０６号こども家庭庁育成局長通知）に基づき，市長から指導監督基準を満たす旨の

証明書（以下「証明書」という。）の交付を令和７年３月１日までに受けた施設 

(5)  私立幼稚園 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第４条により設置認可され

た幼稚園であって，同法に定める私立学校のうち，支援法第２７条第１項の確認を

受けている幼稚園 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者は支援金対象事業者と

しない。 

(1)  規則第２０条第１項各号に定める事由により補助金の交付決定の取消しを受け，   

当該取消しの日の属する年度の翌年度から起算して１年を経過していない者 

(2)  公序良俗に反する等，支援金を交付することが適当でないと岡山市長（以下「市

長」という。）が認める者 

（支援金の交付の制限） 

第５条 支援金の交付は，同一施設において１回に限り受けることができる。 

（基準額） 

第６条 支援金の実施主体及び基準額は，第４条第１項各号に定める施設ごとに，別表に

定める額とする。ただし，算出された額に千円未満の端数が生じた場合には千円未満を

切り捨てるものとする。 

（支援の要件） 

第７条 支援金の交付を受けようとする支援金対象事業者は，第３条各号に掲げる補助事

業の区分に応じて，次の各号に掲げる要件を満たさなければならない。 

(1)  自園調理又は外部搬入等により，園児に給食を提供していること。 

(2)  給食の提供を月平均１６日以上実施していること。   

（交付の申請） 



第８条 支援金対象事業者は，支援金の交付を受けようとするときは，規則及びこの要綱

に定める条項の適用を受けることについて同意をした上で，岡山市保育所等における事

業継続支援金交付申請書（様式第１号）を，市長が定める日までに，市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 規則第５条第１項第５号に規定するその他市長が必要と認める書類は，次に掲げる書

類とする。 

(1)  給食の提供が確認できる書類の写し（市が令和６年度に岡山市社会福祉法人等指

導監査実施要綱及び岡山市家庭的保育事業等指導監査実施要綱に基づき，指導監査を

実施し，食事の提供を確認した施設を除く。）   

(2)  令和６年１２月１日時点の在籍登録名簿（認可外保育施設を設置する者が申請す

る場合に限る。）   

３ 規則第５条第２項の規定により，同条第１項第１号から第４号までに規定する書類の

添付は要しないものとする。 

（決定通知） 

第９条 市長は，支援金の交付を決定したときは，岡山市保育所等における事業継続支援

金交付決定通知書（様式第２号）により，支援金申請者に通知するものとする。 

（交付の方法） 

第１０条 前条の規定により決定を受けた支援金対象事業者は，決定された支援金の交付

を受けようとするときは，岡山市保育所等における事業継続支援金請求書（様式第４

号）を，市長が定める日までに提出しなければならない。 

（状況報告，着手届，完了届及び実績報告の免除） 

第１１条 規則第１３条に規定する状況報告，規則第１５条に規定する補助事業等着手・

完了届及び規則第１６条に規定する実績報告の提出は要しない。 

 （支援金の額の確定） 

第１２条 支援金の額の確定は，第９条に規定する支援金の決定通知をもってこれに代え

るものとする。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の施行について必要な事項は市長が別



に定める。 

附 則 

この要綱は，令和４年９月２７日から施行し，令和４年４月１日から適用する。 

この要綱は，令和５年９月２０日から施行し，令和５年４月１日から適用する。 

この要綱は，令和７年３月１７日から施行し，令和６年４月１日から適用する。 

 

 

別表（第６条関係） 

 実施主体 基準額 

(1)園児の 

給食に供す 

るための給 

食食材料費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所，認定こ

ども園，地域型

保育事業所，認

可外保育施設

（認可外の居宅

訪問型保育事業

を除く。），幼

稚園 

施設単位ごとに次の算式で算出された額の合計額 

認定区分ごとの基準額(※1)×認定区分ごとの対象園児数(※

2) 

 ただし，岡山県医療・福祉施設等物価高騰対策支援金

88,000 円を控除した額とする。 

 

※１ 認定区分ごと基準額 

(1)保育所，認定こども園，地域型保育事業所，幼稚園 

①1号認定子ども   園児1名あたり 年額 3,080円 

②2・3号認定子ども  園児1名あたり 年額 4,200円 

(2)認可外保育施設（認可外の居宅訪問型保育事業を除 

く。） 

園児1名あたり 年額 4,200円 

令和６年５月１日から令和７年３月１日までに事業の開始

をした場合は，年額に事業開始月から令和７年３月までの月

数を乗じ、１２で除して得た額を基準額とする。（10円未満

切捨て） 

 

※２ 対象園児数 

令和６年１２月１日時点の園児数とする。 

 



様式第１号（第８条関係） 

 

岡山市保育所等における事業継続支援金交付申請書 

 

年  月  日 

岡山市長 様 

 

申請者    

住所 

氏名又は団体名           

代表者氏名           

 

 

岡山市保育所等における事業継続支援金の交付を受けたいので，岡山市保育所等におけ

る事業継続支援金交付要綱第８条の規定により，次のとおり申請します。 

 

１ 支援金申請額                円 

２ 申請額算出内訳書 

 

支援金の区分 区分 
園児数 

① 

単価（年額） 

② 

申請額 

①×② 

給食食材料費 

１号  3,080円 円 

2.3号  4,200円 円 

小計 円 

岡山県医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 △88,000円 

申請額合計（千円未満切り捨て）  

３ 添付書類 

①給食の提供が確認できる書類の写し 

（令和６年度岡山市が指導監査を実施し、食事の提供を確認している施設を除く。） 

②令和６年１２月１日時点の在籍登録名簿 

（認可外施設を運営する者が申請する場合に限る。） 



様式第２号（第９条関係） 

 

 第  号 

 年 月 日 

 

岡山市保育所等における事業継続支援金交付決定通知書 

 

 

住所 

氏名又は団体名           

代表者氏名           様 

             

 

 

年 月 日付けで申請のあつた支援金の交付については，次のとおり決定したので岡

山市保育所等における事業継続支援金交付要綱第９条の規定により通知する。 

 

 

 年  月  日 

 

岡山市長       

 

１．支援金名  

  岡山市保育所等における事業継続支援金 

 

２．交付額                   円 

 

 

 



様式第３号（第９条関係） 

 

 第  号 

 年 月 日 

 

岡山市保育所等における事業継続支援金不交付決定通知書 

 

 

住所 

氏名又は団体名           

代表者氏名           様 

             

 

 

年 月 日付けで申請のあつた支援金の交付については，次のとおり不交付決定した

ので岡山市保育所等における事業継続支援金交付要綱第９条の規定により通知する。 

 

 

 年  月  日 

 

岡山市長       

 

１．支援金名  

  岡山市保育所等における事業継続支援金 

 

２．不交付決定理由 

                    

 



様式第４号（第１０条関係） 

 

岡山市保育所等における事業継続支援金請求書 

 

年  月  日 

岡山市長 様 

 

申請者    

住所 

氏名又は団体名           

代表者氏名           

 

 

 

岡山市保育所等における事業継続支援金交付要綱第１０条の規定により，次のとおり請

求します。 

１．交付決定年月日     年  月  日 

２．指令番号         第    号 

３．支援年度             年度 

４．交付決定額             円 

５．交付請求額             円 

６．添付書類    岡山市保育所等における事業継続支援金交付決定通知書の写し 

 

 

 


